

























1. ここ 20 年、大学(短大、大学院含む)在学者数はほぼ変化なし(約 300 万人)で、実際、私学倒
産もほとんどない。201 年大学+短大の現役志願率 60.4%に対して同進学率 53.9%、大学（学
部）・短大・専門学校進学率(現役)は 70.9%。また、4 年制大学の志願者合格者 62 万人うち


















近くが中等教育終了後も就学 ⇒ 高等教育の変質? higher education? Postsecondary education? 
Tertiary education? ⇒ 知識基盤社会への対応 
6. 同様に、大学修了後のいわゆる就職率は、5、6 割程度(ただし、就職率の定義と算出は、けっこう面
倒)なので、外部的な経済環境もあるが、就業準備機関(大学の「工場モデル」“factory model”)と学術
機関(“ivory tower”)の両方であることの意義の再確認の必要性 ⇒ そもそも、学士課程修了者がどの
ような知識・能力の持ち主であることを大学は保証できるのか ⇒	 大学機関別認証評価   
7. 高等教育サービスに需要をもつ「学生」が消費者として購買するという理解モデル(学生消費者主
義”student consumerism”)の浸透(「全入化」によって買い手市場となる) ⇒ 各供給者(higher 
education provider)について、それぞれの高等教育というサービス商品の質を知りたいという当然の












として、規則と前例を盾にとって自ら変革しない ⇒ 外部からの監視が必要 ⇒ 自己点検・評価⇒外
部評価⇒第三者評価 
 これらの展開は諸外国においても同様の動向となっている。 
 アメリカにおける高等教育費の高騰問題と MOOC 勃興、accreditation 団体、営利大学等の適格認定
と連邦政府の干渉(「単位」の法令化と“competency-based rating”(Obama)) ⇒ 在学生への連邦奨学
金給付条件充足を判定する地域別適格認定団体の現状への批判 
 イギリスにおける高等教育の見直し(サッチャー改革(post-1992大学群とQuality Assurance Agency)、
さらに最近、Department of Industry, Innovation and Skills (BIS) が管掌)、留学生と移民政策、海
外進出(ブランチ・キャンパス) ⇒ “Students at the heart of the system”、助成枠組みの変更(給付か
ら貸与へ変更し、大幅な授業料値上げ⇒新しい評価制度への提案(2015 年) ⇒ (2020 年までの間
に)HEFCE 廃止=Office of Students(OfS)へ、教育評価は OfS による Teaching Excellence 
Framework(TEF)。 
 フランスにおける大学法人化(サルコジ政権) ⇒ オランド政権での揺り戻し。AERES から HCERES へ。 
 ドイツにおける「授業料」の導入とその撤廃。「システム認定」制度の導入 
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 ヨーロッパにおけるボローニャ・プロセス(Bologna Process) ⇒(10年経過して) 学位の共通化・質保




 日中韓によるCAMPUS Asia 等々。SEAMEO-RIHEDによるAIMS等。日本の留学生政策の変容。
さらに、この傾向は、国際的な大学ランキングの勃興(2005年以降。ここで不思議とbibliometricsな
どが登場)。 











47年) ⇒ アメリカにおけるaccreditation機関による「適格認定」方式の導入を構想 
























5． 1970年度から私学助成、1975年私学振興助成法制定 ⇒ 国による私立大学への関与の強化 



















具体的にはステークホルダーの関与への方向性 ⇒大学評価・学位授与機構の設置(2000 年 4 月、国立
学校設置法による) 
(教育の)質保証のための第三者評価(「認証評価機関による評価」=「認証評価」の開始) 






































































一  大学評価基準が、次に掲げる事項について認証評価を行うものとして定められていること。 
 イ 教育研究上の基本となる組織に関すること。 
 ロ 教員組織に関すること。 
 ハ 教育課程に関すること。 
 ニ 施設及び設備に関すること。 
 ホ 事務組織に関すること。 
 ヘ 卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関する方針並びに入学者の受入れに関する方
針に関すること。 
 ト 教育研究活動等の状況に係る情報の公表に関すること。 
 チ 教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組みに関すること。 
 リ 財務に関すること。 
 ヌ イからリまでに掲げるもののほか、教育研究活動等に関すること。 
第一条第二項第二号を次のように改める。 















































基準２－１ 【重点評価項目】 内部質保証に係る体制が明確に規定されていること 
基準２－２ 【重点評価項目】 内部質保証のための手順が明確に規定されていること 


































































3. 文部科学大臣が示す第 1 期中期目標を達成するための文部科学大臣が認可した中期計画に関する国立
大学法人評価は 2011 年度に完了した ⇒ 運営費交付金への反映はあったが、微弱と認識されている。 
4. 第2期中期目標期間に対する評価は、2016年度に実施された。第3期中期目標期間に対する評価では、
第 4 期中期目標・計画の策定に資するために 4 年目終了時評価が再導入され 2020 年度に実施される。 
国立大学法人は中期目標管理の 
それ以外の「大学」評価 
1. 短期大学機関別認証評価、高等専門学校機関別認証評価 ⇒ 大学機関別評価に準じる(学校教育法に定
められている) 
2. 「分野別」評価 
(ア) 専門職大学院認証評価(法科大学院など) ⇒ 学校教育法第109条第3項の定めによる。 
(イ) 国立大学法人法に基づく国立大学法人評価における機構が独自に立案する「学部研究科等の現
況分析」 
(ウ) プログラムの適格判定  




議会(Japan Accreditation Council for Medical Education: JACME)、薬学教育評価機構
(JABPE)などによる「プログラム」認定 ⇒ ここでは国際的枠組みが大きな影響をもつ(JABEE
は、Washington Accordによって日本おける唯一の国際的に通用する評価の位置づけ、JACME
は、ECFMG（Educational Commission for Foreign Medical Graduates）への対応がきっかけ
となり、世界医学教育連盟（WFME）の認証を受けている) 












i. 国際的なもの: US News & World Report(1983) 
ii. 上海交通大学のARWU(2003)⇒THE, QS, etc 
iii. 国内的なもの: 予備校による偏差値ランク; 朝日新聞社、東洋経済、日経などのメディア系、さ
らにベネッセ/THE(2017) 





5. (多分)以上から、2011 年 4 月から教育情報の公表の義務化(資料参照) 






















一  学長室、会議室、事務室 
二  研究室、教室（講義室、演習室、実験・実習室等とする。） 






３  図書館には、その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その他の専任の職員を置くものとする。 
４  図書館には、大学の教育研究を促進できるような適当な規模の閲覧室、レフアレンス・ルーム、整理室、書
庫等を備えるものとする。 
５  前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を備えるものとする。 
大学図書館と「単位の実質化」「学習成果」「学習支援」 
1. 戦後の教育改革におけるアメリカ式「単位」(credit hour)制度の導入 ⇒ 講義1単位は45時間の学修

















省諸審議会等) ⇒ 平成27年度の 







3. ARL の LibQUAL+導入の試み(SERVQUAL(サービスの質の評価方法)の図書館サービス評価への応
用。顧客期待度と実際経験とのギャップを測定) ⇒ 筑波大における研究、東北大、千葉大における試
行、慶應義塾大学・丸善の企画 ⇒ 根付いていないといってよい(参考: 佐藤義則：LibQUAL+™の展
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を考慮すると図書館の寄与は可能 ⇒ Institutional Research 
5. 図書館はほとんど唯一、学生が授業時間外で自主的に学習しつつも管理された空間であるという特性
をもつ ⇒ 千葉大学アカデミック・リンク・センターによる調査研究(各種の定点観測プロジェクトと
インタビュー等、とくに成績情報と接続した分析) 
6. これらの業務は、利用者支援ではなく、大学経営支援であることから、大学図書館と大学との関係を考
える際に重要なポイント。 
しかし、大学図書館の将来を考えるには評価の観点は不可欠 
1. 「基準」が必要。基準は画一化をもたらすものではなく、コミュニティとしての共通了解を表現して
いるものであるはず。 
2. 「指標」が必要。基準は、抽象的かつ専門的表現(ジャーゴン)を使って表現されがち(コミュニティと
しての共通了解である以上、当然)。しかし、それでは、対学内的、対社会的責任をはたしえない。外
部からも理解できるような(望むらくは)定量的な指標を設定し、目標を具体的に表現することによっ
て達成の度合いを理解できるようにすることが説明を容易にする。 
3. 「外部性」が必要。すでに多くの図書館で行なわれているように外部評価者による検証を行なう必要
がある。 
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